
次期加古川市障がい者基本計画の体系・骨子（案） 

加古川市障がい者基本計画 
加古川市の現状（※□） 

     課題（※■） 
国の方針 県・市の方向性 

次期加古川市障がい者基本計画の体系（案） 

基本理念 
障がいのある人が、地域の人とともに生きがいを持って 

いきいきと安心して暮らすことができるまちづくり 

基本姿勢 

(１)人権を尊重し、社会に残る障壁を取り除く 

(２)その人らしく生きられるよう、適切な意思決定支援を行うとともに、一人

ひとりに合った支援を充実する 

(３)自助、互助、共助、公助の連携と当事者の参画による福祉施策を展開する 

基本

理念 
計画の体系 施策の展開分野 施策の方向性 施策 
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施策の展開分野（１） 

地域づくりの推進 

 

＜施策の方向性＞ 

①障害や障がいのある人

に対する理解の促進 

②地域福祉活動の促進 

③つながりの強化 

□人権に関する学習講座、各学校園での特

別支援教育に係る研修会、特別支援教育

後援会、社会教育推進員・福祉教育推進

員を対象にした研修会の実施 

□障害者福祉施設の授産製品販売フェアの

実施 

□障がい者差別解消の推進に関する職員対

応要領の策定、説明会の実施 

□自立支援協議会において差別解消専門部

会の設置 

□合理的配慮の提供に要する経費への補助

金制度を実施 

□手話言語の啓発、当事者団体等との連携

による啓発イベントの実施 

□障がい者団体の活動に対する補助金の交

付 

□民生委員・児童委員との意見交換、情報

共有の実施 

■障がい者団体や障がい者施設と連携し、

さらなる理解促進を図る 

■改正障害者差別解消法の周知啓発 

【国の方針】 

第５次障害者基本計画 概要 
１．差別の解消、権利擁護の推進及び虐

待の防止 
○社会のあらゆる場面における障害者
差別の解消 

・家族に対する相談支援や障害福祉サ
ービス事業所等における虐待防止 

委員会の設置等、虐待の早期発見や防

止に向けた取組 
・障害福祉サービスの提供に当たり、利
用者の意思に反した異性介助が行わ

れることがないよう、取組を推進 
・改正障害者差別解消法の円滑な施行
に向けた取組等の推進 

２．安全・安心な生活環境の整備 
○移動しやすい環境の整備、まちづく
りの総合的な推進 

・公共交通機関や多数の者が利用する
建築物のバリアフリー化 

・接遇ガイドライン等の普及・啓発等の

「心のバリアフリー」の推進 
・歩道が設置されていない道路や踏切
道の在り方について検討、信号機等

の整備 
・国立公園等の主要な利用施設のバリ
アフリー化や情報提供等の推進 

３．情報アクセシビリティの向上及び
意思疎通支援の充実 

○障害者に配慮した情報通信･放送･出

版の普及、意思疎通支援の人材育成
やサービスの利用促進 

・情報アクセシビリティ・コミュニケー

ション施策推進法に基づく施策の充
実 

・公共インフラとしての電話リレーサ

ービス提供の充実 
・手話通訳者や点訳者等の育成、確保、
派遣 

４．防災、防犯等の推進 
○災害発生時における障害特性に配慮
した支援 

・福祉避難所、車いす利用者も使える仮
設住宅の確保 

・福祉・防災の関係者が連携した個別避

難計画等の策定、実効性の確保 
・障害特性に配慮した事故や災害時の
情報伝達体制の整備 

５．行政等における配慮の充実 
〇司法手続や選挙における合理的配慮
の提供等 

・司法手続(民事・刑事）における意思
疎通手段の確保 

・障害特性に応じた選挙等に関する情

報提供の充実、投票機会の確保 
・国家資格試験の実施等に当たり障害
特性に応じた合理的配慮の提供 

６．保健・医療の推進 
○精神障害者の早期退院と地域移行、
社会的入院の解消 

・切れ目のない退院後の精神障害者へ

第2期ひょうご障害者福祉計画 

ひと分野 

1 学校教育や生涯学習等を通じた豊か
な心の育成 

連続性のある多様な学びの場におけ
る教育の充実 (縦の連携)  

連携による切れ目ない一貫した相

談・支援体制の充実 (横の連携)  

障害理解の促進 

2 障害のある子どもが自立するための

地域連携の強化  

地域支援、地域連携体制の充実  

医療的ニーズへの対応  

3 お互いが声をかけ合い支え合うひと
づくりの推進  

福祉人材の確保・育成  

ボランティア活動の促進  

相談支援体制の充実と連携強化  

参加分野 

1 障害特性や状況に応じた多様な就業
機会の確保  

一般就労の促進  

福祉的就労の充実  

2 文化芸術活動・スポーツやユニバー
サルツーリズム等の推進 

文化芸術活動、余暇・レクリエーシ
ョン活動の充実に向けた社会環境の
整備 

スポーツに親しめる取組の推進 

国際交流やユニバーサルツーリズム
の推進  

3 障壁のない生活を営むための支援体
制の整備  

差別解消と権利擁護の推進  

社会参加のためのサービスの充実  

情報分野 

1 意思疎通支援のための人材の養成や

学習機会の確保  

意思疎通支援者等の人材の育成  

手話等の学習機会の確保  

2 情報の円滑な取得や伝達体制の整備  

情報の円滑な取得・伝達やICT(情報
通信技術) 環境の整備  

緊急時の情報アクセシビリティ向上  

まち・もの分野 

1 住み慣れた地域で安心して暮らすた

めの体制の整備  

地域生活支援体制の充実  

住まいの充実  

2 利用しやすく質の高いサービスの提
供環境の構築  

施設におけるサービスの充実  

保健・医療体制の充実  

3 利用しやすく配慮された街づくりの

（１）地域づくりの推

進 

①障害や障がいのある人に
対する理解の促進 

〇「心のバリアフリー」の推進多様性を認めあ
う相互理解の促進 

○合理的配慮などの推進 
○多様なコミュニケーションに対する理解の
促進 

②地域福祉活動の促進 
○ボランティア活動の広報 
○ボランティア活動への支援 

③つながりの強化 

○集いの場づくりと障がい者団体の活性化 
○見守り活動の推進 
○チーム支援の推進 
○圏域の障害者自立支援協議会との連携強化 

施策の展開分野（２） 

地域生活の充実 

 

＜施策の方向性＞ 

①相談支援の充実 

②コミュニケーション支

援の充実 

③日常生活支援の充実 

④療育支援の充実 

⑤保健・医療の充実 

□基幹相談支援センターの設置（H30年度

開設） 

□各障害区分によるピアカウンセリングの

実施 

□適切なモニタリングの実施 

□自立支援協議会相談支援専門部会を活用

した意見交換等の実施 

□H29～R3.5 加古川市手話言語及び障が

い者コミュニケーション施策推進委員会

を設置し、事業検討（R3.5解消） 

□手話通訳者、要約筆記者の派遣、手話、

点訳・朗読等、各種講座の実施、奉仕員

の養成 

□日常生活用具の助成、地域生活支援拠点

等の整備に係る助成、タクシー費用の助

成、移動支援事業の実施 

□保健師、こども療育センターにおける相

談支援の実施 

□保育士の加配、私立認可保育園への補助

制度実施 

□放課後等デイサービスの支給量調整 

□加古川中央市民病院における研修会実施

等による地域医療機関の連携 

■基幹相談支援センターの安定的な運営 

■ピアカウンセラーの育成・確保 

■複数名の設置手話通訳者の確保 

■コミュニケーションツール（コミュニケ

ーションボード、電話リレーサービス

等）の普及啓発 

■各種助成事業の継続実施 

■子育て支援部門と連携し、情報提供・相

談支援の実施 

（２）地域生活の充実 

①相談支援の充実 

○ヤングケアラーを始めとする障がい者の家
族支援を含めた、相談支援体制の充実 

○本人の意向に沿った相談支援の充実 
○相談員の専門性の向上 

②コミュニケーション支援
の充実 

○「加古川市手話言語及び障害者コミュニケー
ション促進条例」にかかる取組みの推進 

○コミュニケーション支援体制の整備 
○コミュニケーションを支援する人材の育成 
○コミュニケーションツールの普及啓発 

③日常生活支援の充実 

○在宅支援の充実 
○外出支援の充実 
○サービス提供基盤の確保 
○情報提供の充実 

④療育支援の充実 

○子育て世代包括支援センターの充実 
○早期発見・早期療育の推進 
○こども療育センターを中心とした療育支援
の推進 

○保育所などにおける支援の充実 
○放課後等デイサービスの支給量調整 

⑤保健・医療の充実 

○医療体制の充実 
○費用負担の軽減 
○医療と福祉サービスの連携 
○精神障がいのある人の地域移行の促進 

資料３ 



加古川市障がい者基本計画 
加古川市の現状（※□） 

     課題（※■） 
国の方針 県・市の方向性 

次期加古川市障がい者基本計画の体系（案） 

基本理念 
障がいのある人が、地域の人とともに生きがいを持って 

いきいきと安心して暮らすことができるまちづくり 

基本姿勢 

(１)人権を尊重し、社会に残る障壁を取り除く 

(２)その人らしく生きられるよう、適切な意思決定支援を行うとともに、一人

ひとりに合った支援を充実する 

(３)自助、互助、共助、公助の連携と当事者の参画による福祉施策を展開する 

基本

理念 
計画の体系 施策の展開分野 施策の方向性 施策 

施策の展開分野（３） 

教育・余暇の充実 

 

＜施策の方向性＞ 

①インクルーシブ教育の

推進 

②文化芸術・スポーツなど

の余暇活動の充実 

□特別支援コーディネーターネットワーク

会議における関係機関との連携 

□言語通級、自閉症通級、ＬＤ・ＡＤＨＤ等

通級を設置、増設 

□各小学校へのスクールアシスタントの配

置、スクールアシスタントの研修会実施 

□ふれあい作品展の開催、体験機会の充実 

□スポーツ教室の実施 

□パラスポーツが体験できる「かこバラス

ポーツ大国」「加古川市パラスポーツチャ

レンジ出前講座」の新規実施 

□スポーツ推進員による公認障害者スポー

ツ指導員の資格取得者 

□児童クラブ、放課後子ども教室の状況に

応じた人員配置 

■通級指導教室等の増設 

■担当指導教員のフォローアップの充実 

■スクールアシスタントや補助指導員の適

切な配置 

■作品展、スポーツ教室の機会の確保 

■児童クラブ等の安定的な運営のため、人

材確保 

の支援 
・精神科病院に入院中の患者の権利擁

護等のため、病院を訪問して行う相
談支援の仕組みの構築 

・精神科病院における非自発的入院の

あり方及び身体拘束等に関する課題
の整理を進め、必要な見直しについ
て検討 

７．自立した生活の支援・意思決定支援
の推進 

○意思決定支援の推進、相談支援体制

の構築、地域移行支援・在宅サービス
等の充実 

・ヤングケアラーを含む家族支援、サー

ビス提供体制の確保 
・障害のあるこどもに対する支援の充
実 

８．教育の振興 
○インクルーシブ教育システムの推
進・教育環境の整備 

・自校通級、巡回通級の充実をはじめと
する通級による指導の一層の普及 

・教職員の障害に対する理解や特別支

援教育に係る専門性を深める取組の
推進 

・病気療養児への ICT を活用した学習

機会の確保の促進 
９．雇用・就業、経済的自立の支援 
○総合的な就労支援 

・地域の関係機関が連携した雇用前･後
の一貫した支援、就業･生活両面の一
体的支援 

・雇用・就業施策と福祉施策の組合せの
下、年金や諸手当の支給、税制優遇措
置、各種支援制度の運用 

・農業分野での障害者の就労支援（農福
連携）の推進 

１０．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

○障害者の芸術文化活動への参加、ス
ポーツに親しめる環境の整備 

・障害者の地域における文化芸術活動

の環境づくり 
・日本国際博覧会（大阪・関西万博）の
施設整備、文化芸術の発信などの環

境づくり 
・障害の有無に関わらずスポーツを行
うことのできる環境づくり 

１１．国際社会での協力・連携の推進 
○文化芸術・スポーツを含む障害者の
国際交流の推進 

・障害者分野における国際協力への積
極的な取組 

・障害者の文化芸術など日本の多様な

魅力を発信 
 
 

実現 

ユニバーサルデザインの推進 

防災・防犯対策の推進 

 

【市の方針】 

加古川市総合計画 
基本目標２ 
安心して暮らせるまち 

(1)ともに支えあう福祉社会を実現する 
①地域福祉の充実 
地域社会の福祉課題を解決し、誰もが住

み慣れた地域で、安心して暮らし続けら
れるよう、住民一人一人のできることの
実践(自助)、制度化された相互扶助(共

助)、公的な福祉サービス(公助)に加え、
住民相互の支えあい(互助)による地域
づくりを推進します。 

また、生活困窮者など複雑かつ複合的な
課題を抱える人を支援するため、地場の
様々な資源を活用した包括的な支援の

充実を図るとともに、生活保護制度の適
正な運用に努めます。 
施策の方向性 

・地域福祉の総合的な推進 
・地域福祉活動の拠点づくり 
・自立支援・生活援護の推進 

②障がい者福祉の充実 
障がいのある人が地域住民の一員とし
て、住み慣れた地域で安心して暮らせる

よう、福祉、医療、教育、就労等の関係
機関と連携・協力し、日常生活や地域生
活の支援の充実を図るとともに、社会参

加に向けた自立の基盤づくりに努めま
す。 
施策の方向性 

・障がい者の日常生活支援の充実 
・障がい者の社会参加の促進 
(2)健康づくりや地域医療を充実する 

①健康の保持・増進 
子どもから高齢者まで、ともに支えあ
い、誰一人取り残すことなく、健やかに

暮らすことができるまちをめざし、市民
一人一人の価値観やその人らしさを重
視した健康づくりとライフステージに

応じた食育を推進するとともに、保健予
防活動の充実を図ります。 
施策の方向性 

・健康づくりの推進 
・食育の推進 
・保健予防活動の充実 

②地域医療の充実 
市民が住み慣れた地域で、いつでも安心
して医療を受けられるよう、医師会など

の関係機関と連携した取組の推進と、医
療機関相互の連携強化による救急医療
体制の充実に努めます。 

施策の方向性 
・地域医療体制の充実 

・救急医療体制の充実 

（３）教育・余暇の充

実 

①インクルーシブ教育の推
進 

○連携した教育支援の推進 
○インクルーシブ教育体制の整備 
○教員の特別支援教育に関する専門性の向上 

②文化芸術・スポーツなどの
余暇活動の充実 

○作品展やスポーツ教室などの開催 
○障がい者スポーツの振興 
○活動しやすい環境の整備 
○放課後活動の場の充実 

施策の展開分野（４） 

就労・経済的自立の支援 

 

＜施策の方向性＞ 

①就労支援体制の充実 

②一般就労の拡充 

③福祉的就労の充実 

④経済的支援制度の周知 

□障害者雇用連絡会議の実施による関係機

関とうの連携 

□自立支援協議会しごと・差別解消専門部

会を活用した事業所意見交換会の実施 

□市職員採用試験における受験資格の拡充 

□障がい者就労施設等からの優先調達 

□各種給付、減免制度等の周知 

■ハローワーク等関係機関との連携強化 

■就労先に対する障害理解の促進 

■就労定着支援事業実施事業所等と連携し

た就労定着のための支援の実施 

 

（４）就労・経済的自

立の支援 

①就労支援体制の充実 
○就労相談の充実 
○就労支援ネットワークの強化 
○職場定着までの一貫した支援の推進 

②一般就労の拡充 

○職場における理解促進 
○障がい者雇用の推進 
○職域や勤務体系の拡充 
○助成制度の周知 
○市役所における障がい者雇用の推進 

③福祉的就労の充実 
○職業能力の向上 
○工賃の向上 

④経済的支援制度の周知 
○各種経済的給付制度の周知 
○各種減免制度の周知 

施策の展開分野（５） 

快適に暮らせるまちづく

りの推進 

 

＜施策の方向性＞ 

①バリアフリーの推進 

②情報アクセシビリティ

の向上 

□改正バリアフリー法、「兵庫県福祉のまち

づくり条例」の周知 

□公共工事における条例の趣旨に沿った整

備 

□かこバスの全車両ノンステップ化 

□公共施設に係る合理的配慮の提供のため

の環境整備（トイレ様式化、スロープ、手

すりの設置等） 

□「福祉のしおり」の点字版作成 

□市ホームページの作成を通したアクセシ

ビリティの啓発 

■既存施設の改修時のバリアフリー化 

■かこバスミニの車両ノンステップ化 

■障害者情報アクセシビリティ・コミュニ

ケーション促進法に基づく情報アクセシ

ビリティの向上 

（５）快適に暮らせる

まちづくりの推

進 

①バリアフリーの推進 

○ユニバーサルデザインの普及啓発 
○「兵庫県福祉のまちづくり条例」に沿ったま
ちづくりの推進 

○外出しやすい環境づくり 
○公共施設のバリアフリー化の推進 
○道路のバリアフリー化の推進 

②情報アクセシビリティの
向上 

○情報提供媒体の充実 
○市ホームページの充実 



加古川市障がい者基本計画 
加古川市の現状（※□） 

     課題（※■） 
国の方針 県・市の方向性 

次期加古川市障がい者基本計画の体系（案） 

基本理念 
障がいのある人が、地域の人とともに生きがいを持って 

いきいきと安心して暮らすことができるまちづくり 

基本姿勢 

(１)人権を尊重し、社会に残る障壁を取り除く 

(２)その人らしく生きられるよう、適切な意思決定支援を行うとともに、一人

ひとりに合った支援を充実する 

(３)自助、互助、共助、公助の連携と当事者の参画による福祉施策を展開する 

基本

理念 
計画の体系 施策の展開分野 施策の方向性 施策 

施策の展開分野（６） 

安全安心の推進 

 

＜施策の方向性＞ 

①権利擁護の推進 

②災害時など緊急時の支

援の強化 

□加古川市成年後見センター開設 

（令和２年度） 

□権利擁護支援セミナー、弁護士等による

専門相談・意見交換会の実施 

□障害者週間にあわせた虐待防止啓発の実

施 

□触法障がい者に対する社会復帰後のサー

ビス利用等の啓発 

□「防災出前講座」による地域への積極的な

開発 

□関係機関と連携した避難訓練の実施 

□全町内会連合会の会合参加による「避難

行動要支援者制度」の協力依頼 

□各避難所の運営資機材にコミュニケーシ

ョンボードを追加 

□福祉施設との協定締結による福祉避難所

の拡充 

□「防災ネットかこがわ」「加古川防災アプ

リ」の活用促進のための啓発 

□障害福祉サービス等事業者に対する「災

害時情報共有システムの活用等を通じた

情報連携等の体制確保 

■市成年後見支援センター（社会福祉協議

会）と連携した成年後見制度の周知啓発 

■市虐待防止センターの周知啓発 

■触法障がい者の社会復帰等の支援のため

の関係機関との連携強化 

■地域住民間の交流の必要性の周知、町内

会や民生委員・児童委員と連携し、「避難

行動要支援者制度」の活用の促進 

■福祉避難所の確保・充実 

■「防災ネットかこがわ」「かこがわ防災ア

プリ」の周知啓発 

■障害特性に配慮した情報伝達手段の実施 

（６）安全安心の推進 

①権利擁護の推進 

○成年後見制度の周知 
○障害者虐待防止法の周知 
○支援機関の周知 
○触法障がい者に対する支援 

②災害時など緊急時の支援
の強化 

○地域における支えあいの促進 
○災害時の避難生活における配慮の推進 
○災害に対する日頃からの備えの意識啓発 
○緊急通報手段の周知 
〇緊急時の情報アクセシビリティ向上 

 

 


